
3

件） 341,071 3

1

23,179 334,

4

541 343,896 335,168
指標
成果 レセプト1件当たり助成額（円） 2,153 2,146 2,114 2,155 2,167
指標

　県内54市町村のうち39市町村が中学校卒業まで、3町村が高校3年生までの入通院無料としている。その他
他市との 高校生については、4市町が入院のみの助成や所得制限などを設けたうえでの助成を行っている。
比較検証 　西三河9市のうち8市が中学校卒業まで入通院無料、1市が中学校卒業までの通院及び高校3年生までの入院

を無料にしている。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 732,345 693,635 707,366 741,111 合計 707,365,652 円
扶助費 707,365,652 円

財
　
源

特定財源 173,632 168,047 164,437 183,421

一般財源 558,713 525,588 542,929 557,690

職員人件費　② 2,476 2,805 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 734,821 696,440 709,478 743,357

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特

Ｄ

定財源名称

２６年度ま

　

での累積事業費 0 子ど

　

も医療費補助金（県）

　

２８年度以降の事業費

Ｏ

見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 社会保障
施

平

策体系
施策の内容 福祉

成

医療の推進

目
　
　
　
的

２

　子育て支援として子

６

どもの健康保持と福祉

年

主
た
る
内
容

　中学校卒

度

業までの子どもに係る

評

保険診療の
の増進を図

価

る。 自己負担分の医療

）

費を助成する。

位
置
づ

刈

け

関連計画 次世代育成

谷

支援行動計画（後期計

市

画）

根拠法令 愛知県福

事

祉医療費支給事業事務

務

取扱要領・刈谷市子ど

事

も医療費支給条例

対象

業

者 中学校卒業までの子

評

の保護者である市民 事

価

業期間 昭和４８年度 ～

シ

実施方法 ■直営　■委

ー

託　□指定管理　□補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

２４年度実績 ２５年度

部

実績 ２６年度実績 ２７

福

年度計画

年間平均受給

祉

者数　22,473人

健

年間平均受給者数　2

康

2,563人 年間平均

部

受給者数　22,36

一

3人 年間平均受給者数

般

　22,281人
年間

会

支給総額 年間支給総額

計

年間支給総額 年間支給

子

総額
        

ど

   　732,34

も

5,074円     

医

       　69

療

3,634,987円

費

          

助

 　707,365,

成

652円       

事

     　741,

業

111,000円

　子

担

育て支援として子ども

当

の健康保持と福祉の増

課

進を図ることができた

生

。

成果
　他医療費助成

活

の受給資格を有する子

福

どもには、切り替えを

祉

依頼し、補助金の対象

課

となる他の福祉医療制

款

度の受給者とし

た。

　

項

医療の高度化により医

目

療費の伸びが見込まれ

担

るため、より適正で効

当

果的な制度への見直し

係

検討が必要である。

課

福

題

指標名称（単位）
実

祉

績値 目標値

２４年度 ２

医

５年度 ２６年度 ２７年

療

度 ２９年度

成果 受診件

係

数（レセプト件数）（



1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　愛知県の

平

補助対象事業であり、

成

子育て支援の一環とし

２

・法的業務
高い

て、子

７

どもの健康保持と保護

年

者の経済的負担の軽減

度

のため
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 の定着

平

した制度となっている

成

。
・市民生活上必要で

２

ある　など

　将来にわ

６

たり持続可能な制度と

年

するため、今後の運用

度

方
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

法につい

価

て検討が必要である。

）

効率性 ・執行体制の効

刈

率性
・手段の最適性　

谷

など

　第7次総合計画

市

にも掲げられており、

事

市民アンケートの中
・

務

市が主体となって実施

事

する
高い

でも重要度の

業

高い施策として捉えら

評

れている。
妥当性 　べ

価

き事業であるか
・総合

シ

計画との整合性　など

ー

　中学校卒業までの子

ト

どもを対象として医療

（

費助成がなさ

施策への

様

・施策への貢献度
高い

式

れており、子どもの健

２

康保持と保護者の経済

）

的負担の軽減
・目標達

会

成度 に資している。
貢

計

献度 ・市民サービスへ

名

の効果　など

今後の方

担

向性 □拡充　□現状維

当

持　■改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定　

福

□休止・廃止

　愛知県

祉

は福祉医療制度を持続

健

可能な制度とするため

康

に、様々な議論を行い

部

ましたが、引き続き所

一

得制限を含め様々
な議

般

論の継続が必要である

会

としています。
　これ

計

に伴い、市としても、

子

医療費の増大による生

ど

活への経済的負担を軽

も

減するとともに、市民

医

のニーズと福祉医療
の

療

充実、医療費負担のバ

費

ランスを考慮した各種

助

福祉医療制度の適正な

成

運用に努めていく必要

事

があります。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

生

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

活

価
　
∨

福祉課

款 項 目 担当係 福祉医療係

3



係

25年度より権限委譲

3

された、公費医療制度

1

である。
他市との
比較

4

検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 8,746 11,108 10,590 合計 11,107,561 円
役務費 5,589 円

財
　
源

特定財源 0 5,577 7,809 8,964 扶助費 11,101,972 円

一般財源 0 3,169 3,299 1,626

職員人件費　② 0 3,507 3,520 3,743

総事業費（①＋②） 0 12,253 14,628 14,333

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 未熟児養育費負担金（受給者
負担）

２８年度以降の事業費見込 0 未熟児養育医療給付費負担金
（国・県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 社会保障

平

施策体系
施策の内容 福

成

祉医療の推進

目
　
　
　

２

的

　未熟児は、正常な

６

新生児に比べて生理的

年

に

主
た
る
内
容

　母子保

度

健法第6条第6項に規

評

定する未熟児で
未熟で

価

あり、疾病にもかかり

）

やすく、その死 あって

刈

、医師が入院養育を必

谷

要と認めたもの
亡率は

市

極めて高率であるばか

事

りでなく、心身 に対し

務

て、保険診療の入院自

事

己負担分及び食
の障害

業

を残すことも多い。生

評

後すみやかに適 事療養

価

費標準負担額の給付を

シ

行う。
切な処置を講ず

ー

る必要があるため、医

ト

療を必
要とする未熟児

（

に対して養育に必要な

様

医療の
給付を行う。

位

式

置
づ
け

関連計画

根拠法

１

令 母子保健法、刈谷市

）

養育医療給付要綱

対象

会

者 事業期間 平成２５年

計

度 ～

実施方法 ■直営　

名

■委託　□指定管理　

担

□補助・助成　□その

当

他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

２４年度実績 ２５

計

年度実績 ２６年度実績

未

２７年度計画

　 年間申

熟

請者数　　　　 43

児

人 年間申請者数　　　

養

 　40人 年間申請者

育

数　　　  　50人

医

　 審査手数料　　　　

療

4,412円 審査手数

給

料　　　　5,589

付

円 審査手数料　　　　

事

 6,000円
　 年間

業

支給総額　8,741

担

,233円 年間支給総

当

額 11,101,9

課

72円　年間支給総額

生

　10,584,00

活

0円
　 　
　　　―――

福

――――

　未熟児の健

祉

康保持増進を図ること

課

ができた。

成果

課題

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

２４年度 ２５年

目

度 ２６年度 ２７年度 ２

担

９年度

成果 申請者数（

当

人） ― 43 40 50 6

係

0
指標
成果 1人当たり

福

給付額（円） ― 203

祉

,284 277,54

医

9 211,680 23

療

9,642
指標

　平成



3 1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　平成2

平

5年度より市に移譲さ

成

れた事務であり、未熟

２

児の養
・法的業務

高い

７

育に必要な医療費負担

年

の軽減のために必要な

度

事業である。
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

・市民生活上必要であ

成

る　など

　負担金の徴

２

収は子ども医療費支給

６

金を充当することによ

年

・コストの節減、費用

度

対効果
普通

り、保護者

評

の手続きを最小限にす

価

ることができた。
効率

）

性 ・執行体制の効率性

刈

・手段の最適性　など

谷

　平成25年度より市

市

に移譲された事務であ

事

るため、市が主
・市が

務

主体となって実施する

事

高い
体となって実施す

業

ることは妥当である。

評

妥当性 　べき事業であ

価

るか
・総合計画との整

シ

合性　など

　未熟児の

ー

養育に必要な医療費負

ト

担の軽減のために必要

（

な

施策への ・施策への

様

貢献度
高い

事業である

式

。
・目標達成度

貢献度

２

・市民サービスへの効

）

果　など

今後の方向性

会

□拡充　■現状維持　

計

□改善・効率化　□縮

名

小　□終期設定　□休

担

止・廃止

　未熟児の健

当

康な養育を図るととも

部

に、医療費の増大によ

福

る生活への経済的負担

祉

の軽減のために必要な

健

事業であるた
め、今後

康

も適正な運用に努めて

部

いきます。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

未

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

熟

　
∨

児養育医療給付事業
担当課 生活福祉課

款 項 目 担当係 福祉医療係



3

11‰　　　　知立市

3

：7.77‰
　　安城

2

市：4.39‰　　　

生

　高浜市：4.23‰

活保護第２係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,258,605 1,341,802 1,329,850 1,485,288 合計 1,329,849,756 円
扶助費 1,329,849,756 円

財
　
源

特定財源 957,755 1,025,575 1,017,999 1,136,060

一般財源 300,850 316,227 311,851 349,228

職員人件費　② 56,591 56,108 55,260 50,156

総事業費（①＋②） 1,315,196 1,397,910 1,385,110 1,535,444

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 生活保護費国庫負担金（国）
生活保護費県負担金（県）

２８年度以降の事業費見込 0 各種返還金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

平

施策 社会保障
施策体系

成

施策の内容 低所得者の

２

自立支援

目
　
　
　
的

　

６

生活に困窮する人に、

年

その困窮の程度に応

主

度

た
る
内
容

　生活扶助費

評

、教育扶助費、住宅扶

価

助費、医
じ必要な保護

）

を行い、健康で文化的

刈

な最低限 療扶助費、出

谷

産扶助費、生業扶助費

市

、葬祭扶
度の生活を保

事

障するとともに、その

務

自立を助 助費、保護施

事

設事務費及び介護扶助

業

費を支給
長する。 する

評

。

位
置
づ
け

関連計画  

価

根拠法令 生活保護法

対

シ

象者 市民 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

４年度実績 ２５年度実

福

績 ２６年度実績 ２７年

祉

度計画

保護世帯数 6

健

46世帯 保護世帯数 

康

632世帯 保護世帯数

部

 605世帯 保護世帯

一

数　578世帯
保護人

般

員　 895人 保護人

会

員　 889人 保護人

計

員　 822人 保護人

生

員　　801人

　生活

活

保護受給者に対し、窓

保

口相談や家庭訪問等を

護

行って世帯の状況を把

措

握し、適正に各種扶助

置

費を支給した。また、

事

就

成果
労支援を積極的

業

に行い、受給世帯の自

担

立支援に努めた。

　就

当

労が可能な受給者に対

課

し、今まで以上にきめ

生

細かな就労支援を実施

活

する。また、ハローワ

福

ークとの連携を強化し

祉

、よ

り一層充実した就

課

労支援体制の構築を図

款

る。
課題

指標名称（単

項

位）
実績値 目標値

２４

目

年度 ２５年度 ２６年度

担

２７年度 ２９年度

活動

当

就労支援対象者数（人

係

） ― ― 129 40 40

生

指標
成果 就労者数（人

活

） 25 26 81 20 2

保

0
指標

　平成27年3

護

月保護率（単位‰は千

第

分率）
他市との 　　刈

１

谷市：5.59‰
比較

係

検証 　　碧南市：5.



3 2 生活保護第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　生活保護制度は

成

国からの法定受託事務

２

であり、かつ、生
・法

７

的業務
高い

活困窮者に

年

対して、最低限度の生

度

活を保障するとともに

（

、
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要 その自立を

成

助長することを目的と

２

した制度であるため、

６

必
・市民生活上必要で

年

ある　など 要性の高い

度

事業である。

　生活保

評

護制度の運営は、国か

価

ら示される通知等に基

）

づい
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

て実施

谷

されるものであり、適

市

正に行なうための執行

事

体制等
効率性 ・執行体

務

制の効率性 を整えてい

事

るため、効率性が高い

業

。
・手段の最適性　な

評

ど

　生活保護制度は国

価

からの法定受託事務で

シ

あり、かつ、生
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
活困窮者に対する

（

最後のセーフティネッ

様

トであるため、市
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

が主体となって実施す

）

ることは妥当性が高い

会

。
・総合計画との整合

計

性　など

　生活保護の

名

実施により、生活困窮

担

者の生活安定を図って

当

施策への ・施策への貢

部

献度
高い

おり、また、

福

就労等の自立支援も行

祉

っていることから、施

健

・目標達成度 策への貢

康

献度が高い。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　■

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

生

・廃止

　生活保護制度

活

では、自立支援への更

保

なる取り組みが求めら

護

れており、各種支援策

措

の拡充を図る。就労支

置

援事業では
早期及び短

事

期集中的な支援に取り

業

組み、保護廃止後も本

担

人が安定して生活が送

当

れるように整備してゆ

課

く。また、近年
、生活

生

保護基準の見直しが頻

活

繁に行われており、今

福

後も予想されることか

祉

ら、国等の動向につい

課

て注視する必要があ
る

款

。

項 目 担

Ｃ
 
　
Ｈ

当

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

係

　
∧
　
評
　
価
　
∨

生活保護第１係

3



保

準比較を行うべき項目

護

もないため、他市との

第

比較検証は行っていな

１

い。
比較検証

係

3 1 1 生活保護

Ｃ
　
事

第

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

２

：千円
２４年度 ２５年

係

度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,594 2,715 2,895 12,316 合計 2,895,270 円
報償費 56,160 円

財
　
源

特定財源 1,957 2,064 2,126 9,600 旅費 3,400 円
扶助費 2,835,710 円

一般財源 637 651 769 2,716

職員人件費　② 1,273 1,262 915 898

総事業費（①＋②） 3,867 3,977 3,810 13,214

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 生活保護費等負担金（国）
支援・相談員業務委託金（県

２８年度以降の事業費見込 0 ）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

平

祉安全

基本施策 社会保

成

障
施策体系

施策の内容

２

低所得者の自立支援

目

６

　
　
　
的

　中国残留邦

年

人等の置かれている特

度

別な事情

主
た
る
内
容

　

評

生活支援給付、住宅支

価

援給付、医療支援給
に

）

鑑み、特定中国残留邦

刈

人等及びその配偶者 付

谷

、介護支援給付、その

市

他支援給付等を支給
が

事

、日本で社会生活を円

務

滑に営むことができ す

事

る。また、日本語教室

業

等への参加のための
る

評

よう生活を保障する。

価

交通費を支給する。
　

シ

※根拠法令
　中国残留

ー

邦人等の円滑な帰国の

ト

促進並びに
永住帰国し

（

た中国残留邦人等及び

様

特定配偶者
の自立の支

式

援に関する法律

位
置
づ

１

け

関連計画  

根拠法令

）

主たる内容欄※参照

対

会

象者 中国残留邦人等 事

計

業期間 平成２０年度 ～

名

実施方法 ■直営　□委

担

託　□指定管理　□補

当

助・助成　□その他

部 福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２４年度実績 ２５年度

中

実績 ２６年度実績 ２７

国

年度計画

2世帯 2世帯

残

2世帯 2世帯
4人 4人

留

4人 4人
生活支援給付

邦

参加回数
576回

　委

人

託契約した支援相談員

等

と協力して、定期的な

支

家庭訪問や必要に応じ

援

た相談を行い、支援対

給

象世帯の現状を把握し

付

、生

成果
活、住宅、医

事

療などに係る各種の支

業

援給付を行った。

　要

担

支援世帯がより一層、

当

地域に根ざした生活が

課

おくれるように、健康

生

面等に十分配慮した支

活

援を心掛ける必要があ

福

る。

課題

指標名称（単

祉

位）
実績値 目標値

２４

課

年度 ２５年度 ２６年度

款

２７年度 ２９年度

 
指

項

標
 

指標
　本事業は、

目

特定中国残留邦人等及

担

びその配偶者が対象で

当

あり、国で定められた

係

基準により均一的に事

生

業が
他市との 実施され

活

ることから、他市と水



生

時宿泊費 緊急一時宿泊

活

費 国残留邦人等支援給

保

付事業に
　なし 　件数

護

　　　　1件／月 　な

第

し 振り分けることとな

1

った。

就労支援相談員

係

を配置して相談等を行

3

ない、受給者の常用就

1

労の支援を行った。ま

1

た、住宅支援給付事業

生

を行い、離職者

成果
に

活

対し、生活基盤である

保

住居を確保する支援を

護

行った。

3名の中国残

第

留邦人等に対し、20

2

種類以上の日本語学習

係

教室等講座を受講するための交通費を支弁し、地域定着の支援を

行った。

セーフティネット支援対策事業で実施している事業は、平成27年度より他の事業に振り分けられるため、スムーズな移行

を行う必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 住宅支援給付金の受給期間内での就職自立率（％） 38.5 40.0 33.3 ― ―
指標

指標
住宅支援給付事業は、要援護者が持つ特性や課題、市内にハローワークがある等の地理的条件等により支援

他市との 方法等が大きく異なり、他市との比較検討には有意性が認められないため、これを行なっていない。
比較検証 中国残留邦人等地域生活支援事業は、特定中国残留邦人等とその配偶者が対象であり、国の定めに従って均

一的な支援を行っていることから、他市との比較検討は行っていない。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,126 6,857 5,819 0 合計 5,819,277 円
賃金 5,211,577 円

財
　
源

特定財源 9,126 6,857 5,819 0 扶助費 607,700 円

一般財

Ｄ

源 0 0 0 0

職員人件費

　

　② 3,891 3,8

　

57 3,731 0

総事

　

業費（①＋②） 13,

Ｏ

017 10,714 9

　

,550 0

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

∧

） 0 ２６年度特定財源

　

名称

２６年度までの累

　

積事業費 0 セーフティ

実

ネット支援対策等
事業

　

費補助金（国）

２８年

　

度以降の事業費見込 0

施

緊急雇用創出事業臨時

　

特例給
付金（県）

　
∨

平成２７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

平

野 福祉安全

基本施策 社

成

会保障
施策体系

施策の

２

内容 低所得者の自立支

６

援

目
　
　
　
的

　離職者

年

など、支援を必要とす

度

る世帯に対す

主
た
る
内

評

容

・就労支援相談員2

価

名の雇用
るセーフティ

）

ネット機能を強化し、

刈

対象世帯 ・住宅支援給

谷

付事業
の生活の安定を

市

図るとともに、自立の

事

支援を 離職者等で住居

務

を喪失する恐れのある

事

者に対
行う。 し、住宅

業

費として住宅支援給付

評

を支給する。
・中国残

価

留邦人等地域生活支援

シ

事業（生活支
援給付）

ー

中国残留邦人に対し、

ト

日本語教室等への参加

（

のための交通費を支給

様

する。
・ホームレス対

式

策事業
ホームレスに対

１

し、緊急一時宿泊費を

）

支給す
る。

位
置
づ
け

関

会

連計画

根拠法令 セーフ

計

ティネット支援対策等

名

事業費補助金交付要綱

担

対象者 市民 事業期間 平

当

成２１年度 ～

実施方法

部

■直営　□委託　□指

福

定管理　□補助・助成

祉

　□その他

健康部

一般会計
セ

Ｂ
　
事

ー

　
業
　
実
　
績

２４年度

フ

実績 ２５年度実績 ２６

テ

年度実績 ２７年度計画

ィ

住宅支援給付 住宅支援

ネ

給付 住宅支援給付 平成

ッ

26年度までで本事業

ト

は終
　相談件数　　5

支

9件 　相談件数　　3

援

1件 　相談件数　　1

対

9件 了する。平成27

策

年度以降、住
　支援世

等

帯　　13世帯 　支援

事

世帯　　10世帯 　支

業

援世帯　　3世帯 宅支

担

援給付や緊急一時宿泊

当

費
　常用就職者　5名

課

　常用就職者　4名 　

生

常用就職者　1名 につ

活

いては、新規事業であ

福

る
生活支援給付　 生活

祉

支援給付　 生活支援給

課

付 生活困窮者自立支援

款

事業に、
　参加回数　

項

　314回 　参加回数

目

　　325回 　参加回

担

数　　365回 生活支

当

援給付については、中

係

緊急一時宿泊費 緊急一



職員人件費　② 0 0 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 0 0 15,756 16,418

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 医療費支給事務費補助金
(県）[子ども・障害者・精神

２８年度以降の事業費見込 0 障害者・母子家庭等]

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

（

施策 社会保障
施策体系

平

施策の内容 福祉医療の

成

推進

目
　
　
　
的

　医療

２

費の適正な支給を確保

６

する。

主
た
る
内
容

　福

年

祉医療の診療報酬明細

度

書に係る審査手数
料を

評

支払う。

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令

対象者 福

）

祉医療を受給する市民

刈

事業期間 ～

実施方法 □

谷

直営　■委託　□指定

市

管理　□補助・助成　

事

□その他

務事業評価シート

Ｂ
　
事
　

（

業
　
実
　
績

２４年度実

様

績 ２５年度実績 ２６年

式

度実績 ２７年度計画

　

１

　 年間審査手数料 年間

）

審査手数料
　 　    

会

          

計

 13,644,23

名

8円 　　　　　　　1

担

4,172,000円

当

　 　
　 　
　　　―――

部

―――― 　　　―――

福

――――

　医療費の適

祉

正な支給が確保できた

健

。

成果

　受給件数は増

康

加傾向であり、診療報

部

酬明細書点検事務経費

一

も増加が見込まれる。

般

課題

指標名称（単位）

会

実績値 目標値

２４年度

計

２５年度 ２６年度 ２７

医

年度 ２９年度

指標

指標

療

　県内の他市町村も同

券

手順で、同単価にて、

審

愛知県国民健康保険団

査

体連合会へ委託をして

事

審査支払いしてい
他市

業

との る。
比較検証

担当課 生活福祉課

Ｃ

款

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

項

単位：千円
２４年度 ２

目

５年度 ２６年度 ２７年

担

度 ２６年度

（決算） （

当

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　

福

① 0 0 13,644 1

祉

4,172 合計 13,

医

644,238 円
役

療

務費 13,644,2

係

38 円

財
　
源

特定財

3

源 0 0 3,876 3,

1

892

一般財源 0 0 9

4

,768 10,280



療

を対象に愛知県の基準

係

より拡大して助成、1

3

市は所得
他市との 制限

1

を設けて助成している

4

。
比較検証 　刈谷市を含む西三河9市は県と同基準での助成である。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 220,515 229,517 223,257 266,200 合計 223,256,557 円
扶助費 223,256,557 円

財
　
源

特定財源 86,031 98,840 78,348 133,099

一般財源 134,484 130,677 144,909 133,101

職員人件費　② 2,476 2,805 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 222,991 232,322 225,369 268,446

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 障害者医療費補助金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 社会保

平

障
施策体系

施策の内容

成

福祉医療の推進

目
　
　

２

　
的

　心身障害者の健

６

康の保持増進を図るた

年

め、

主
た
る
内
容

　心身

度

障害者に係る保険診療

評

の自己負担分の
医療費

価

の一部を支給し、もっ

）

て福祉の向上に 医療費

刈

を助成する。
寄与する

谷

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

市

谷市障害者計画・刈谷

事

市障害福祉計画

根拠法

務

令 愛知県福祉医療費支

事

給事業事務取扱要領・

業

刈谷市心身障害者医療

評

費支給条例

対象者 心身

価

障害者医療費助成を受

シ

給する市民 事業期間 昭

ー

和４８年度 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２４年度

福

実績 ２５年度実績 ２６

祉

年度実績 ２７年度計画

健

年間平均受給者　　1

康

,382人 年間平均受

部

給者　　1,395人

一

年間平均受給者　　1

般

,368人 年間平均受

会

給者　　1,366人

計

年間支給総額220,

心

514,737円 年間

身

支給総額229,51

障

7,075円 年間支給

害

総額223,256,

者

557円 年間支給総額

医

266,200,00

療

0円

　心身障害者の健

費

康の保持増進を図り、

助

福祉の向上に寄与した

成

。

成果

　心身障害者医

事

療に係る対象者は横ば

業

いであるが、医療の高

担

度化により医療費の伸

当

びが見込まれる。

課題

課

指標名称（単位）
実績

生

値 目標値

２４年度 ２５

活

年度 ２６年度 ２７年度

福

２９年度

成果 受診件数

祉

（レセプト件数） 28

課

,065 26,603

款

26,502 31,4

項

64 31,451
指標

目

成果 レセプト1件あた

担

り助成額（円） 8,6

当

08 8,627 8,4

係

24 8,460 8,1

福

46
指標

　県内54市

祉

町村のうち、3市町が

医

知的障害者や特定疾患



療

準より拡大して助成し

係

ているが、その拡大内

3

容は様々である。
他市

1

との 　西三河9市のう

4

ち、刈谷市を含む5市は同基準での助成であり、他の4市はこれよりも厳しい基準での助成
比較検証 である。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 94,525 103,816 103,816 129,006 合計 103,815,924 円
扶助費 103,815,924 円

財
　
源

特定財源 20,622 23,365 17,904 33,218

一般財源 73,903 80,451 85,912 95,788

職員人件費　② 3,183 2,104 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 97,708 105,920 105,928 131,252

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 精神障害者医療費補助金
（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 社会保

平

障
施策体系

施策の内容

成

福祉医療の推進

目
　
　

２

　
的

　精神障害者の健

６

康の保持増進を図るた

年

め、

主
た
る
内
容

　精神

度

障害者に係る保険診療

評

の自己負担分の
医療費

価

の一部を支給し、もっ

）

て福祉の向上に 医療費

刈

を助成する。
寄与する

谷

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

市

谷市障害者計画・刈谷

事

市障害福祉計画

根拠法

務

令 愛知県福祉医療費支

事

給事業事務取扱要領・

業

刈谷市精神障害者医療

評

費支給条例

対象者 精神

価

障害者医療費助成を受

シ

給する市民 事業期間 昭

ー

和５５年度 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２４年度

福

実績 ２５年度実績 ２６

祉

年度実績 ２７年度計画

健

年間平均受給者数 　

康

1,843人 年間平均

部

受給者数 　1,78

一

4人 年間平均受給者数

般

 　1,776人 年間

会

平均受給者数 　1,

計

795人
年間支給総額

精

  94,525,0

神

48円 年間支給総額 

障

103,816,17

害

4円 年間支給総額 1

者

03,815,924

医

円 年間支給総額 12

療

9,006,000円

費

　精神障害者の健康の

助

保持増進を図り、福祉

成

の向上に寄与した。

成

事

果

　精神障害者医療に

業

係る対象者は横ばいで

担

あるが、医療の高度化

当

により医療費の伸びが

課

見込まれる。

課題

指標

生

名称（単位）
実績値 目

活

標値

２４年度 ２５年度

福

２６年度 ２７年度 ２９

祉

年度

成果 受診件数（レ

課

セプト件数） 28,6

款

86 33,170 35

項

,580 37,536

目

49,443
指標
成果

担

レセプト1件あたり助

当

成額（円） 3,295

係

3,130 2,918

福

3,437 3,232

祉

指標
　県内54市町村

医

すべてが、愛知県の基



療

。
比較検証

係

3 1 4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 65,616 64,170 62,795 66,375 合計 62,795,419 円
扶助費 62,795,419 円

財
　
源

特定財源 31,324 30,985 28,908 33,187

一般財源 34,292 33,185 33,887 33,188

職員人件費　② 2,476 2,104 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 68,092 66,274 64,907 68,621

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 母子家庭等医療費補助金
（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 社会保

平

障
施策体系

施策の内容

成

福祉医療の推進

目
　
　

２

　
的

　母子家庭等の健

６

康の保持増進を図る。

年

主
た
る
内
容

　母子家庭

度

等に係る保険診療の自

評

己負担分の
医療費を助

価

成する。

位
置
づ
け

関連

）

計画 次世代育成支援行

刈

動計画

根拠法令 愛知県

谷

福祉医療費支給事業事

市

務取扱要領・刈谷市母

事

子家庭等医療費支給条

務

例

対象者 母子家庭等医

事

療費助成を受給する市

業

民 事業期間 昭和５３年

評

度 ～

実施方法 ■直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２４年度実績 ２５

担

年度実績 ２６年度実績

当

２７年度計画

年間平均

部

受給者数　 1,90

福

4人 年間平均受給者数

祉

　 1,809人 年間

健

平均受給者数　 1,

康

835人 年間平均受給

部

者数　 1,811人

一

年間支給総額　65,

般

616,048円 年間

会

支給総額　64,16

計

9,824円 年間支給

母

総額　62,795,

子

419円 年間支給総額

家

　66,375,00

庭

0円

　母子家庭等の健

等

康の保持増進を図るこ

医

とができた。

成果

　母

療

子家庭等医療に係る対

費

象者は横ばいであるが

助

、医療の高度化により

成

医療費の伸びが見込ま

事

れる。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

２

担

４年度 ２５年度 ２６年

当

度 ２７年度 ２９年度

成

課

果 受診件数（レセプト

生

件数） 22,187 2

活

2,129 21,25

福

0 21,132 20,

祉

677
指標
成果 レセプ

課

ト1件あたり助成額（

款

円） 3,048 2,9

項

00 2,955 3,1

目

41 3,145
指標

 

担

県内54市町村のうち

当

3市町村が所得制限を

係

設けていない。西三河

福

9市を含む残りの51

祉

市町村は県と同基準で

医

他市との の助成である



護第

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

１

ト

単位：千円
２４年度

係

２５年度 ２６年度 ２７

3

年度 ２６年度

（決算）

3

（決算） （決算） （予

1

算） 事業費内訳

事業費

生

　① 0 3,633 1,

活

836 3,113 合計

保

1,836,000 

護

円
委託料 1,836,

第

000 円

財
　
源

特定

２

財源 0 3,632 1,

係

836 0

一般財源 0 1 0 3,113

職員人件費　② 0 2,805 915 3,743

総事業費（①＋②） 0 6,438 2,751 6,856

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 緊急雇用創出事業臨時特例交
付金

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

平

安全

基本施策 社会保障

成

施策体系
施策の内容 低

２

所得者の自立支援

目
　

６

　
　
的

　生活保護制度

年

の改正等に対応するた

度

め、保

主
た
る
内
容

・生

評

活保護法の改正に伴い

価

金融機関本店等に
護シ

）

ステム等の改修、更新

刈

等を行う。 対する調査

谷

様式が変更されたため

市

、生活保護
システムの

事

改修を実施する。
・平

務

成27年度末に現行機

事

器の保障期間が終了
す

業

るため、生活保護等レ

評

セプト管理システム
の

価

機器を更新する。

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

生活保護法

対象者 市職

ト

員 事業期間 平成２５年

（

度 ～

実施方法 □直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　
実

祉

　
績

２４年度実績 ２５

健

年度実績 ２６年度実績

康

２７年度計画

　 生活保

部

護システム改修 生活保

一

護システム改修 生活保

般

護システム改修
　 13

会

節　開発委託料 13節

計

　開発委託料 13節　

生

開発委託料
　 　3,6

活

33,000円 　1,

保

836,000円 　1

護

,540,000円
　

シ

18節　事務用備品購

ス

入費
　　　―――――

テ

―― 　1,573,0

ム

00円

就労自立給付金

改

が給付できるようにシ

修

ステム整備を行った。

事

成果

生活保護システム

業

については、様式変更

担

に対応できるよう改修

当

し、生活保護等レセプ

課

ト管理システムについ

生

ては、平成27

年度中

活

にシステム更新を行う

福

。
課題

指標名称（単位

祉

）
実績値 目標値

２４年

課

度 ２５年度 ２６年度 ２

款

７年度 ２９年度

指標

指

項

標

他市との
比較検証

目 担当係 生活保
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